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臨時・非常勤等職員の処遇改善、雇用安定に関する要請書
貴職の地方自治の発展にむけたご努力に、心より敬意を表します。
　さて、自治体に働く臨時・非常勤等職員は2012年自治労調査の推計で約70万人となっています。その多くは基幹的・恒常的な業務に就いており、臨時・非常勤等職員の労働をなくして公共サービスが提供できないのが現状であります。
　しかし、賃金・労働条件は、常勤職員との間に大きな格差が存在し、また業務は継続しているにもかかわらず３年や５年といった任用年数の上限を設定する自治体が増えています。臨時・非常勤等職員の現状は、現行の法制度とはあまりにも乖離があり、民間労働法制も踏まえ、実態にあわせた賃金、雇用に関する法的整備が焦眉の課題です。このため自治労は、2010年５月に「臨時・非常勤等職員の処遇改善に向けた法改正について（案）」（提言書）、2011年８月に約１６０万筆の「臨時・非常勤職員の処遇改善、雇用安定に向けた法改正を求める署名」を公務員連絡会・地公部会とともに総務大臣に提出し、法整備についての早期実現を強く要請しているところです。
こうしたなか、臨時・非常勤等職員への手当支給をめぐっては、任用根拠にかかわりなく勤務実態等に照らして常勤的な非常勤職員には支給できるとの裁判例や判例が続いています。

また、パート労働法について、総務省は「パートタイム労働法の趣旨も踏まえた対応ができるよう、各地方公共団体に対して必要な助言や情報の提供等を行っていきたい」との回答をこの間の交渉や国会答弁で行っています。
さらには、2012年8月28日消費者庁からは総務省との事前合意のもと「消費生活相談員に対するいわゆる『雇止め』の見直しについて（依頼）」が重ねて通知されています。
　以上のことを踏まえ、次のことを要求しますので、貴職の誠意ある回答をお願いいたします。
記
１．民間のパート労働者や国の非常勤職員と同様に、常勤職員との均等・均衡待遇の確保を推進するため、自治体の臨時・非常勤等職員に諸手当支給を認めていない地方自治法の改正を、早期に行うこと。
２．「パート労働法の趣旨も踏まえた対応がなされていることが重要」との総務大臣答弁（６月１日衆議院本会議）を踏まえ、パート労働法の趣旨が自治体の臨時・非常勤等職員にも適用されるよう、法改正を早期に行うこと。
　　また、当面の運用措置として、この間の総務省回答を踏まえ、パート労働法の趣旨を踏まえた対応ができるよう、各自治体に対して助言等を速やかに行うこと。
３．任期の定めのない一般的な短時間勤務職員制度を導入し、恒常的業務に就く臨時・非常勤等職員の処遇改善、雇用安定をはかること。
４．東村山市事件、枚方市事件、茨木市事件などの裁判例を踏まえ、任用根拠にかかわりなく勤務実態などから見て常勤的な臨時・非常勤等職員については、手当支給ができることを各自治体に周知すること。
また、公営企業・現業職員の臨時・非常勤等職員、および地方公務員法22条採用の常勤的な臨時職員に諸手当を支給することは、適法であることを各自治体に周知すること。
５．育児・介護休業制度について、民間の有期雇用労働者や国の非常勤職員と同様に、自治体においても実質的に１年以上の雇用見込みのある臨時職員について条例・要綱で制度導入ができることを、各自治体に周知すること。
６．人事院規則（第46条の２の３、４）に国の期間業務職員及びその他の非常勤職員に関して、「任期についての配慮義務」（業務の遂行に必要かつ十分な任期を定めるものとする）が措置されたことを踏まえ、各自治体に対しても「任期についての配慮義務」を措置するよう情報提供、助言等を行うこと。具体的には①任用における空白期間の設定や、②継続する業務に対しての日々雇用や2ヵ月・3ヵ月などの短期雇用は適当でないことなどを周知すること。
７．2012年8月28日の消費者庁長官通知も踏まえ、総務省として、①臨時・非常勤等職員の任用回数に制限を設けないことに法令上の問題がないことを各自治体に周知すること。また、②恒常的業務に就く臨時・非常勤等職員について、技能や実務経験の蓄積、専門性の向上などのため、任用回数に制限を設けることは適切でないことを各自治体に助言すること。
以上
